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 令和元年度 島田市財政の健全性に関する比率 

 

 

１ 健全化判断比率 

                                （単位：％） 

健全化判断比率 島田市 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 ―    12.31 20.00 

連結実質赤字比率 ―    17.31 30.00 

実質公債費比率 7.0     25.0  35.0 

将来負担比率 ― 350.0  

 

 

２ 公営企業の資金不足比率 

                           （単位：％） 

公営企業の名称 島田市 経営健全化基準 

島田市水道事業会計 ― 20.0 

島田市病院事業会計 ― 20.0 

島田市簡易水道事業特別会計 ― 20.0 

島田市公共下水道事業特別会計 ― 20.0 
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静岡県大井川広域水道企業団
大井上水道企業団
静岡県後期高齢者医療広域連合
静岡地方税滞納整理機構





ヌ

歳出額 に充てるために起こした地方債
　の －歳入額

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高
ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）
ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

　二　当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額
ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
ヘ 地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・
経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

ト 当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案し
た一般会計等の負担見込額

チ 設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度
内に償還すべきものとして当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行っ
た貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見
込額

リ 連結実質赤字額
ヌ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

・充当可能基金額：イからチまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の
　　　　　　　　基金
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